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要 旨 
 高橋亀吉の初期の言説では資本家の奢侈への批判が繰り返されている。当時の高橋は資本の濫費を
資本主義の欠点として批判しており、これを社会主義的政策により克服することで民衆の生活を改善
するとともに、欧米と大きな経済格差のある「プチ・帝国主義」の状態にある日本の経済力を強化し
ていくことを目指していた。そしてそのような初期の高橋の経済思想が金解禁論争における新平価解
禁・金本位制度離脱の主張に大きく影響している。 
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はじめに 
 
 経済評論家として著名な高橋亀吉1の経済思想について取り上げられるとき、必ず言及される
のは、高橋の「経済理論」2が「実践的」なものであったということである。高橋自身が著書『経
済学の実際知識』『実用経済学』『私の実践経済学』などに見られるように、「実際」「実用」「実
践」という言葉を多く用いている。『東洋経済新報』記者時代に経済学書を読む時間が無く悩ん
だ際、アダム・スミスには「学ぶべき経済学書」は無く「現実の経済事象と取り組んで、これ
を分析し、総合して、帰納的に彼の経済学を樹立した」ことに思い至り、自身も経済記者とし
て現実の問題に取り組むことを決意したと回想で述べている3ように、高橋自身の意識としては
自身の経済思想は現実の経済問題に取り組む中で生まれてきた実践的なものであったと考えて
いたことは間違いない。また高橋が単なる経済評論家ではなく、各種政府委員として活躍した
ほか、労働・農民運動や金解禁論争、昭和研究会、所得倍増計画をめぐる論争に参加するなど、
近現代の日本の様々な出来事に関係してきたことも、高橋の経済思想が「実践経済学」と呼ば
れることを助長してきた。 
 ただ、高橋が例に挙げたアダム・スミスが何も無いところから現実の経済現象のみによって
経済学を作り上げたわけではなく、ヒュームや重農学派など先行する経済社会思想の強い影響
を受けて『国富論』を書き上げたように、高橋自身も本人が意識していたかどうかは別として
様々な思想や同時代の出来事の影響を受けていたと考えるのが自然であろう。実際、後述する
ように初期の高橋の言説をたどると、高橋が特定の話題を繰り返し取り上げており、それが政
治思想史の面から指摘されている高橋の「軌跡を一貫して貫く彼の現実主義的な革新運動・
                                                          
1 高橋亀吉の戦前の経済思想に関する研究としては、『明治大正農村経済の変遷（明治大正農政経済名著集
19）』農山漁村文化協会、1976年所収の暉峻衆三による「改題」、『証券研究』第 89巻、1989年所収の各
論文（原朗「高橋亀吉の生涯と著作」、柴垣和夫「高橋亀吉・経済理論と思想の原型」、橋本寿朗「高橋亀
吉の財閥論」、宮島英昭「戦時経済下の高橋亀吉」、小林和子「高橋亀吉の戦前・戦後日本金融論」）、鳥羽
欽一郎『エコノミスト高橋亀吉 生涯現役』東洋経済新報社、1992年、塩崎弘明「両大戦後にわたる革新
の国策研究─統制経済論者高橋亀吉の軌跡にみる」同『国内新体制を求めて─両大戦後にわたる革新運動・
思想の軌跡』九州大学出版会、1998年所収、田中秀臣「高橋亀吉の経済思想─その現代的意義」馬場義久
編『マクロ経済学と経済制度』早稲田大学出版部、2005年所収、田浦雅徳「高橋亀吉の日本資本主義経済
「行詰」論」『皇學館論叢』第 38巻第 4号、2005年、同「高橋亀吉と「政治研究会」─その「無産政党綱
領私案」と産業振興策を中心に」『皇學館史学』第 20号、2005年、影浦順子「高橋亀吉の思想的出発─金
解禁論争から「プチ・帝国主義論」へ」『ARENA』第 7号、2009年がある。その他の一般向けの本として
谷沢永一『高橋亀吉 エコノミストの気概』東洋経済新報社、2003年がある。 
2 ここでの「経済理論」は「経済分析を行う場合の基本的な立場」という程度の意味であり、厳密な物では
ない。 
3 高橋亀吉『高橋経済理論形成の 60年』上巻、投資経済社、1976年、59－60ページ。このエピソードは
高橋の後年の回想の中で必ず触れられている（高橋亀吉「私の履歴書」『私の履歴書』第 13巻、日本経済
新聞社、1961年、258ページ。同『経済評論五十年』投資経済社、1963年、50ページ。同『私の実践経
済学』東洋経済新報社、1976年、24ページ及び 193－194ページ）。 
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思 想
イデオロギー
」4に大きな影響を与えていることがわかる。つまり高橋の多岐に渡る「実践的」な行動
の背後には、恐らく生涯を通して変わらない自身の経済思想が存在しており、それを実現すべ
く様々な問題に「実践的」に取り組んだと考えるべきである。したがって高橋の「経済理論」
を理解するためには、個々の経済問題における主張を個別に見てそれを「実践的」と評価する
のではなく、それらの主張に共通して見られる背後の経済思想を取り出すことのほうが有益で
あろう。そしてそのような手法を用いることで、特に初期の高橋の「無産党の理論家」として
の活動と金解禁論争における論客としての活動とがどのように関係しているのかが理解できる
だろう。 
 本稿は、高橋の昭和恐慌までの言説をたどることで高橋の抱いていた根源的な「経済理論」
はどのようなものであったのか、そしてそこから当時の日本経済をどのように分析しており、
それが高橋の参加した「プチ・帝国主義」論争や金解禁論争での主張にどのような影響を与え
ているのかを明らかにしようとするものである。 
 
Ⅰ 奢侈と資本蓄積 
 
1 高橋の奢侈批判 
 初期の高橋は論説のなかで奢侈を繰り返し批判している。1924年の処女作『経済学の実際知
識』において高橋は、資本家はかつては節約を行うことで社会のために富を蓄積するという役
割を担っていたが、現代ではむしろ奢侈によって富の蓄積に悪影響を及ぼす存在となっている
と指摘した5。高橋はこうした認識から、「資本家に代って、大衆に節約を強制し、富の蓄積を
管理する機関」として「政府（社会を代表する機関）」を挙げ、国家による課税や国有事業の運
営によって富を蓄積していくことが必要だと主張している。1929年の『実用経済学』でも高橋
は「必要」と「需要」が現代資本主義社会では乖離しており、「金持」の欲望を満たす需要が増
加すれば価格メカニズムによりその需要を満たす生産が優先されるため、「貧乏人」に必要な生
産が行われていないと主張している6。 
 また高橋は、輸入の慢性的超過に代表される大正時代後期における日本の「経済的危機」の
原因を「国民の生活が現在の国力以上に奢侈になつたこと」「折角欧洲戦争中蓄積せられた資本
が無知、無責任なる泡沫事業家のために湯水の如く濫費せられ、折角数百万円、数千万円を費
やして設備せられた工場其他の多くが今や路傍の石コロと殆んど異らざるに至つたこと」7、さ
らに「我が資源の欠乏」「対外競争のため従来の我が産業が衰亡しつゝあること」8（中国など
における産業発達による、日本の軽工業製品の競争力低下）に求めている。 
 このような分析から高橋は「我が経済的危機を転換する方法は、国の富と労力とを将来の生
                                                          
4 塩崎「両大戦後にわたる革新の国策研究」111ページ。 
5 高橋亀吉『経済学の実際知識』講談社学術文庫、1993年、145－146ページ。 
6 高橋亀吉『実用経済学』千倉書房、1929年、30－31ページ。 
7 高橋亀吉『末期の日本資本主義経済と其の転換』白揚社、1925年、5ページ。 
8 同上、7ページ。 
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産増加のために有効に利用する方法を講ぜねばならない。それには先づ、今日の富と労力の濫
費及奢侈的消費を節して、将来の生産増加のために使用し得る少なからぬ富と労力とを捻出す
る必要がある」9とし、幕末に「武土階級が明治維新革命に依つて根絶せられた如く、今日のさ
うした遊食奢侈階級を根絶する政策を採る」ことが望ましいが、それが直ちにできなければ「地
代や配当金や社公債及利子や、家賃や其他の財産収入に極めて強度の累進的課税を課し、その
租税収入を将来の生産力増大の為に費すこと」  「財を所有してゐると云ふだけで何の働きもし
ない者の利益を極度に制限して、其財を現に利用して社会のために働かしてゐるものゝ負担を
出来るだけ軽減すること」を訴えた10。 
 高橋はこれ以降も大正後期から昭和初期において一貫して、日本経済は特に「有産階級」の
奢侈などによって行き詰まりつつあり、それが農民や労働者の生活を脅かしていると主張し続
けている11。高橋は『末期の日本資本主義経済と其の転換』（白揚社、1925 年）で掲載した、
有産階級の奢侈が日本経済の行き詰まりをもたらしているとする文章を、『資本主義末期の研
究』（改造社、1927年）で名前を変えて再録しており（「資本主義末期に於ける有産階級の奢侈
と其の意味」）、例言で「この一文だけは本書に是非入れて置くに値するものだと考へ、これを
再録した」12と述べている。当時の高橋が有産階級の奢侈を重要視していたことがここからも
うかがえる。 
 実は高橋は、富者の贅沢を批判し大きな反響を呼んだ『貧乏物語』（単行本 1917年）を書い
た河上肇と同じ人物の影響を受けている。河上は『貧乏物語』において、経済雑誌 The 
Economistなどで活躍したイギリスの経済評論家ウィザーズの Poverty and Wasteを参考文献
に挙げ、最も資本が豊富な世界一の富国であるイギリスでは海外投資が盛んなために資本が国
内で用いられず、その結果多くの貧困層が存在していると主張している13。ウィザーズは同書
以外にも金融に関する解説書を多く書いており、その中でしばしば資金が産業に投資されるの
ではなく享楽のために使用されるならば生産力は向上せず産業は発達しないと主張していた。
高橋が『貧乏物語』を読んでいたかどうかは分からない14ものの、高橋は多くのウィザーズの
著書を所有しており15，参考文献として挙げている16ことからも，執拗に奢侈を批判したことに
                                                          
9 同上、24ページ。 
10 同上、28ページ。 
11 奢侈の問題を取り上げたこの他の高橋の著作として、『日本経済の行詰と無産階級の対策』白揚社、1925
年、『金融の基礎知識』東洋経済新報社、1925年、『資本主義頽廃の諸相』千倉書房、1929年などがある。 
12『資本主義末期の研究』例言 3ページ。 
13 河上が『貧乏物語』で主張した「奢侈の廃止」が貧困の解消につながる理由は、拙稿「『貧乏物語』再考
─「ナショナリスト・河上肇」からの解釈」『思想』第 1013号、2008年を参照。 
14 管見の限り、高橋が河上に言及しているのは、金解禁論争の際に河上が高橋らの提唱していたインフレ
ーションによる恐慌からの脱出策を批判（貨幣量を増大させても物価を高めるだけで購買力にはつながら
ず無産階級の搾取を増大するだけであるという内容）したことに対する再批判（高橋亀吉『時局とインフ
レーション』浅野書店、1932年、120ページ）のみである。 
15『高橋文庫分類目録』拓殖大学図書館蔵書目録第 1 輯、1968 年に記載されている高橋が所有していたウ
ィザーズの著書は次の通り。 
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はウィザーズの影響が考えられる。 
 また高橋は『経済学の実践知識』序でブハーリン（N.Bucharin）の Oekonomik der 
Transformationsperiode（『過渡期経済論』）を「本書の著作にあたり、特にその研究に直接負
うところ多大なりと自覚するもの」として挙げている。ブハーリンは現代資本主義は競争にお
いて均衡の不断の破壊を通じて発展してきており、「資本主義社会における生産力の発展は，そ
の不断の浪費という代償によって購われるもの」17であるとする。特に「一定の発展段階にお
ける競争の一つにほかならない」戦争に向けられる生産力は非生産的であるため不変資本の
「食いつぶし」を通じて経済はマイナス拡大再生産に陥ることになる18。ブハーリンはここか
ら社会主義革命における生産力破壊を克服するために「社会主義的原始蓄積」の重要性を強調
し、ソ連の戦時共産主義を擁護することになるが、高橋にとって問題であったのは生産力が非
生産的に利用されることにより経済がマイナス拡大再生産に陥るというブハーリンの指摘であ
り、これが政府・国家による資本蓄積の必要性という主張に繋がっていると考えられる。 
 高橋は資本の「喰潰し」と奢侈を同一のものとし、「「奢侈」とはその国の消費が，その国の
生産する所よりも過大なりと云ふの意味であつて、即ち新たに生産するものに頼つて生活する
代りに、或る点まで過去の蓄積を喰潰しつゝ生活する状態を指すのである」19とする。高橋は
奢侈を単に「富者の贅沢品需要」という意味から拡大し広く「資本の浪費」（生産力の増大につ
ながらない資本の使用）という意味にとらえ直すことで、河上と比べてより一般的な経済分析
を可能にした。そしてこうした「生産力を拡大するための「資本の浪費の廃絶」」という根本的
な思想がその後の活動と密接に関わってくることになる。 
 
                                                                                                                                                        
International Finance, London, Smith, Elder＆Co., 1916. 
War and Lombard Street, London, Smith, Elder＆Co., 1915. 
The Meaning of Money, London, Smith, Elder＆Co., 1910. 
Our Money and the State, London, John Murray, 1917. 
Stocks and Shares, London, Smith, Elder＆Co., 1910. 
The Case for Capitalism, London, Eveleigh Nash Co., 1920. 
Poverty and Waste, London, John Murray, 1920. 
Money-Changing; An Introduction to Foreign Exchange, London, John Murray, 1921. 
上記 The Meaning of Money について、高橋は「ぼくは金融論をほんとうに学んだのは[バジョットの]「ロ
ンバート・ストリート」とか、当時のロンドンの「エコノミスト」の記者やなんかが書いた「ミーニング・
オブ・マネー」とか、そういうもので勉強をしました」と回想している（高橋亀吉（聞き手：安藤良雄・
原朗）「社会科学五十年の証言 20 経済評論家として独立」『エコノミスト』第 52巻第 5号、1974年、68
ページ）。 
16『金融の基礎知識』の「引用書目」2ページにウィザーズの The Meaning of Money が記載されている。
その他の文献としてはケインズの『貨幣改革論』、ヒルファディングの『金融資本論』が挙げられている。 
17 救仁郷繁訳『過渡期経済論』（『ブハーリン著作選』1）現代思潮社、1969年、132ページ。『過渡期経済
論』ドイツ語訳は 1922年に刊行されているので高橋はこれを利用したと思われる。 
18 同上、50－51ページ。 
19 高橋亀吉『資本主義日本の研究』白揚社、1931年、179ページ。 
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2 資本蓄積のための「社会主義」 
 高橋は『東洋経済新報』記者時代の欧米視察（1919年 11月から 21年 3月）で当時アメリ
カ・ニューヨークに居た元同誌記者の片山潜宛に石橋湛山・三浦銕太郎から紹介状をもらい、
片山や田口運蔵20らアメリカ在住の社会主義者（在米日本人社会主義団）と交流したこと21、ま
た帰国後に片山から山川均宛の手紙を取り次いだ22ことで山川ら社会運動家と知り合ったこと
により社会主義運動に参加していく23。高橋は社会主義団体である防援会の発足（1923年）に
あたり発起人になっているほか、日本共産党の合法的機関誌に何度も執筆している24。 
 ただ高橋の「社会主義」あるいは「無産階級」の概念は当時の社会主義者とはかなり異なる
ものであった。高橋は「無産階級とは、その人の生活が専ら、勤労所得に依存する階級と云ふ
意味であつて、逆に云へば、その人の生活が財産収入、資本収入に依頼してゐない階級」25と
しており、このような有産階級と無産階級との区別はケインズが『貨幣改革論』（1923年）で
行った非活動階級（In-Active Class、投資者階級）と活動階級（Active Class、企業家階級と
労働者階級を合わせた呼称）との区別に近い。高橋は、かつては資本家が自ら事業を行ってい
たため資本家を保護することは社会の生産を増大する働きをなしたが、現在では投資制度の発
達により自ら生産に従事しない投資階級が債権者として配当を要求するために企業は蛸配当を
行うなど資本を毀損するようになり、社会の生産を増大させるどころか逆に減少させるに至っ
たとした26。 
 したがって、社会全体を国有化するなどの革命的な変化を行わなくても、遊食階級である投
資階級を消滅させられれば社会の生産は増加する。高橋は「いま私が、卒然と社会主義制度の
実施と云ふと、如何にも、社会がデングリ返るやうに考へる人が少くないが、しかし、その変
更の有様は、若し国民が聡明にして之れに努力すれば、明治維新当時の社会制度の変革よりも、
より軽微であつても、決してより激しいものではない。それは現に、大なり小なり、先進欧洲
諸国に於て実行されつゝある所のものである」27としている。高橋の考える「社会主義」は、
ケインズの影響を重視するなら「修正資本主義」、『世界経済と帝国主義』において国家資本主
                                                          
20 田口運蔵に関しては荻野正博『弔詩なき終焉─インターナショナリスト田口運蔵』御茶の水書房、1983
年を参照。田口は日本帰国後に結核にかかり生活に困窮し、夫人が生活の糧として 1931年に喫茶店を始め
る際に高橋は資金援助をしている（同書 263ページ）。 
21 ニューヨークで高橋と親しくなった渡辺春男によれば、当時高橋は「思想的にはかなり左翼的な傾向を
みせて」おり、「日本に帰ったら左翼の組織には入らないけれども、外部からいろいろ応援はするつもりだ。
日本では、まだまだインテリゲンチャの啓発が必要だ」と語っていた（渡辺春男『思い出の革命家たち─
片山潜・トロッキー・スターリン・徳田球一など』芳賀書店、1968年、59ページ）。 
22 高橋は山川均や堺利彦が自分を通じて「ソ連の共産党」（コミンテルン）と連絡をとっていたのではない
かと推測している（高橋「社会科学五十年の証言 20 経済評論家として独立」73ページ）。 
23 高橋によれば山川均は高橋の『経済学の実際知識』を社会運動家に対し推薦していた（高橋「私の履歴
書」263ページ）。 
24 岩村登志夫『コミンテルンと日本共産党の成立』三一書房、1977年、180－181ページ。 
25 高橋亀吉『日本経済の行詰と無産階級の対策』自揚社、1925年、71ページ。 
26『資本主義末期の研究』116－117ページ。 
27 同上、72－73ページ。 
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義トラスト論を展開したブハーリンの影響を重視するなら「国家資本主義」という名称が適当
であるが、あえて社会主義というのであれば「サン＝シモン的社会主義」と呼ぶべきだろう28。 
 高橋はこの時期、「失業を根本的に防止するには、今日のこの資本主義経済制度そのものを、
根本的に改造」しなければならないが、「今日のこの資本主義社会に於て、実行可能と思はれる
範囲に於て社会主義的経済原則を採用せる「根本策」」29として、「景気不景気の動揺」を抑え
るための金融制度の改善、経済統計の完備による正確な情報の普及、雇用の長期化、財政によ
る需要の調節、官民の専門家を集めた経済審議会の常設など、戦後の日本でほぼ実現された「修
正資本主義」的な施策を行うことを提言している30。ただ高橋自身は、日本経済は将来的に「労
農露国の国家資本主義31と異り、資本家階級の利益を擁護せんがため、資本主義に最後の城塞
を与へんがための、国家資本主義」に移行するが、「国家資本主義の特質は、濫費多き個人資本
                                                          
28 第一次大戦後のヨーロッパの基本的な潮流が「サン＝シモン主義的な産業
インダスト
主義
リアリズム
」「国家主導の生産力主
義」であったという指摘（桜井哲夫『社会主義の終焉』講談社学術文庫、1997年、192ページ）を踏まえ
ると、高橋の思想を同時代のヨーロッパの社会思想（イタリア・ファシズムを含む）と比較することが有
益であると思われる。 
29『資本主義末期の研究』175－176ページ。 
30 高橋による「景気不景気の動揺最小化の要綱」は以下の通り（『資本主義末期の研究』172－173ページ。
初出は 1925年の国際労働協会失業委員会における「失業防止根本策の要綱」として高橋が起草したもの）。 
Ａ、不健全なる投機の抑制 
（一）金融制度を改善して、資金の統制を充分ならしめ、投機の勃興を防ぐこと。 
（二）経済統計を完成して、物資の需要供給状態を明かにし、需要供給に関する観測の錯誤、即ち、不健
全なる投機の起る根源を無くすること。 
（三）営業公開の原則を確立して各産業に於ける、生産高、手持高、註文残高、生産能力、現在生産能力
運用率、雇傭状態、賃銀、売上高、生産費等必要なる報告を少くとも月一回以上定期的に公表せし
むること。 
（四）不健全なる企業の勃興を防ぐため、企業発起人乃至賛助員の引受持株は、一定期問（例へば五ヶ年）
転売を禁止すること。 
Ｂ、需要供給の平均化 
（一）労力利用の平均化（生産と需要を平均化するため） 
 イ、時間外及夜業の制限及禁止。 
 ロ、解雇に対し厳重なる制限を付することによつて、少し儲かるからと云つては多数の労働者を傭入れ、
少し儲からねば之を直ちに解雇すると云ふ如き動揺を最小化せしむる。 
 ハ、同上の趣旨に基き賃金引下に対し制限すること。 
 ニ、以上の立法を有効にするため必要なる行政機関を設け、労働組合をして之に参与せしむ。 
（二）財政による調節 
Ｃ、物資又は生産の管理 
（一）恐慌、天災、戦争、其他の原因により、物資労力需給に激変を起せる際には、政府は、必要なる物
資労力又は生産及輸出入を管理して、生産と消費との調和を最も合理的方法によつて行ひ、物価の
暴騰暴落を防止すること。 
（二）官民の有能なる専門家より成る経済審議会を常設して、物資需給の調和状態を調査公表し、以て間
接にその偏傾を防ぐと共に、他方長期資金を管理して、右の調査に基きその資金の使途を限定せし
める。 
31「労農露国の国家資本主義」はソ連の新経済政策（ネップ、1921～28年）のこと。 
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主義の無政府的生産方法の代りに、社会主義経済の特色たる、計画的組織的生産方法を利用せ
んとするもの」であり、こうした国家資本主義を「多数無産階級」のために利用していかなけ
ればならないと主張している32。 
 どのような名称で呼ぶにしても、高橋の「社会主義」には「奢侈」─資本の浪費─を制度的
変化によって克服していこうとする色彩が強い。高橋が 1925 年に無産政党準備を目的として
設立された「政治研究会」のために作成した経済綱領私案では、「産業の振興を計り、生産を増
加し、労働状態を改善すること」「分配を改革して富を有効に利用すること」が根本方策として
挙げられ、資本費に関して「会社留保金課税を減じ、資本家の収入に累進的増税をなして奢侈
の招源を涸らし、資金の社会的蓄積を増進すること」「奢侈濫費の不生産的費途に対し重税を課
すること」、資源の利用の増進を図るために「料理屋、待合、芸者、高等劇場、高等ホテル、ダ
ンスホール、ゴルフ等及凡ゆる奢侈品製造家、輸入家、販売店を特許制とし、之に禁止的重税
を課す」こと、累進課税の強化や高級品の消費税を重くすることなどの方針が打ち出されてい
る33。 
 こうした経済綱領私案を基にした高橋の無産政党綱領私案はコミンテルンの影響下にあった
左派グループから攻撃され34、高橋は政治研究会を脱会するがその後も 1928年に運動から引退
するまで無産活動（日本共産党とは対立する右派）に携わっている35。そして日本経済の現状
認識と無産運動のあり方をめぐり野呂栄太郎、猪俣津南雄と論争を繰り広げることになる。 
 
Ⅱ 高橋の日本経済論 
 
1 日本経済の現状分析─「プチ・帝国主義」 
 日本資本主義がレーニンの言う「独占と金融資本の支配が確立し、資本輸出が重要なる意義」
を持つ帝国主義段階には達していないとする主張を最初に行ったのは、高橋と同じく『東洋経
済新報』記者であった丸岡重堯であり、これは日本資本主義の急激没落を説く福本和夫を批判
することを意図するものであった36。高橋が 1927年に提唱した「プチ・帝国主義」論は丸岡論
文の発展ともいえるが、高橋の主張はよりナショナリズムの色彩が強いものとなっている。ま
た同時期の高橋は盛んに日本資本主義の「行詰」を主張し、更なる発展のためには社会主義的
組織への移行が必要だとしていたため、これと合わせて高橋の「プチ・帝国主義」論を読むと、
日本資本主義が成長段階にあるとする丸岡論文の発展とは言い難い面もある。 
                                                          
32 高橋亀吉『日本資本主義経済の研究』白揚社、1924年、40－41ページ。 
33 法政大学大原社会問題研究所編『日本社会運動史料／原資料篇 無産政党資料 政治研究会・無産政党
組織準備委員会』法政大学出版局、1973年、52－57ページ。経済綱領私案を基にした高橋の無産政党綱
領私案は同 58－65ページ。 
34 政治研究会における高橋案への攻撃には 1924－25年のコミンテルンにおけるジノヴィエフらの「極左
的偏向」が影響していたと考えられる（岩村『コミンテルンと日本共産党の成立』207ページ）。 
35 高橋と無産運動との関係の詳細は、前掲田浦「高橋亀吉と『政治研究会』」参照。 
36 丸岡重堯「世界及日本資本主義の情勢と我国社会運動」『社会思想』1926年 12月号。 
初期高橋亀吉の経済思想 
―  ― 103
 高橋は日本経済は欧米のような著しい独占には至っておらず、金融資本も発達しておらず、
また資本輸出も行われていないとして、次のように主張している。 
 
日本の資本主義は、之を国際的に見れば、なる程、帝国主義「的」であるかもしれないが、
しかし、それは精々の所、大ブルジョアーに対する小ブルジョアーの如き帝国主義「的」国
であつて、若しプチ・ブルジョアーと云ふ言葉に倣つて、プチ・帝国主義国と云ふ分類が出
来るならば、日本はそのプチ・帝国主義国の一つに過ぎない。而して、プチ・ブルジョアー
の利害が、大ブルジョアーの利害とは一致せずして寧ろ無産階級のそれと一致するやうに、
プチ・帝国
マ マ
帝国主義の利害は、大帝国主義国のそれと一致する所よりも、被
ママ
帝国主義国と一
致する所が多く、従つてプチ・帝国主義に於ける無産階級運動に対しては、レーニンの先き
に云へるが如き、「洞察を持ち、注意を払ふの義務」があり、又その国民主義的感情に対して
も、単に「侮辱的な態度」をとつて得々としてゐるが如き小児病を慎しまねばならないわけ
である。37 
 
高橋はヨーロッパにおいては国家統一のための戦争（国民戦争）は普仏戦争で終結したかもし
れないが日本は日清・日露戦争において「文字通り、今日支那人が体験しつゝあると同じ体験
の下に、「臥薪嘗胆」して白人の侵略と圧迫とに抗争して来た」38とする。このように日本は国
民経済を成立させたばかりであって帝国主義の段階には入っておらず、「日本が「軍国的」であ
りとするならば、その「軍国的」の本質は「帝国主義的」ではなくて、「国民運動的」である」
という立場から、高橋は日本が仮に今後戦争を行うにしてもそれは帝国主義的戦争ではなく
「白人」の圧迫に対抗する国民戦争であることを強調する。さらに「我が輸出の内容を見るに、
実に、その四割三分余は農産品である。これに水産品を加へると約五割以上は非工業的生産品
であつて、その性質上、寧ろ、工業国に搾取せられる事情のものであつて、決して、他国を搾
取し得る性質のものではない」39として、日本が帝国主義国から見れば未だ搾取される存在で
あることを主張した。そして「搾取される」側の日本が過剰な人口や資源の乏しさといった問
題に直面しているにもかかわらず、世界の大部分の土地は欧米帝国主義国に独占されていると
して、「英米仏等の領土の「独占」を解放せしむる「解放戦」に行く外に策はない。即ち、支那
其他の被圧迫民族並に労農露国等と手をとつて、世界の帝国主義の倒壊運動を熾にし、全世界
を全人類のために解放せしめる方向に行く外に策はないのだ」40と訴えた。高橋の「白人」と
日本人とを対比させ、中国など被圧迫民族と共に欧米と対決するべきであるとする人種論的あ
るいはアジア主義的な思考は「プチ・帝国主義」論以前からのものであり41、これが後に高橋
                                                          
37 高橋亀吉「日本資本主義の帝国主義的地位」『太陽』第 33巻第 4号、1927年、同『左翼運動の理論的 
崩壊─右翼運動の理論的根拠』白揚社、1927年所収、44－45ページ。 
38『左翼運動の理論的崩壊─右翼運動の理論的根拠』48ページ。 
39 同上、73ページ。 
40 同上、90ページ。 
41 高橋は 1921年の文章において、現代の日本は白人の奴隷となることから逃れたものの貧困に悩まされ
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が日満支ブロック経済論を唱え大東亜共栄圏を積極的に肯定する原因の一つともなっている。 
 高橋の「プチ・帝国主義」論に対し野呂栄太郎・猪俣津南雄が反論し、やがて野呂と猪俣の
見解の違いが日本資本主義論争に繋がっていく。野呂と猪俣の高橋への反論は、レーニンのい
う「資本主義の最高の段階としての帝国主義」とは「世界体系」または「世界的範疇」であっ
て一国の帝国主義をそれによって判断するのは方法論上の誤りであり、また帝国主義は政治的
範疇を含む概念であってそれを経済的指標のみで判断することも誤りであるとするのが主な内
容であった42。 
 確かに野呂と猪俣の批判はレーニンの帝国主義概念を機械的に日本一国の分析に当てはめた
という点での高橋の不十分さを突くものではあったものの、革命戦略という点を離れて当時の
─少なくとも、当時の国民の大多数が認識していた─日本経済の置かれた位置を示すものとし
ては高橋の「プチ・帝国主義」論は妥当な部分を有していたのではないかと考えられる。日本
の帝国主義的側面よりも「国民運動」的側面を重視する「プチ・帝国主義」論は、「西洋的中核
部への完全な参加者でもなく、一方で中核諸国の植民地でもな」い「発展的疎外 developmental 
alienation」の状態に置かれ、それにより「国際的と公称された──しかし本質的に大西洋的
な──言説を国民的なそれへと成型していった」43日本を当時の表現で表したものであった。 
 高橋は日本が「プチ・帝国主義」の位置に置かれていることが「日本の無産階級運動が、支
那に於けるそれと等しく、多かれ少かれ国民運動的色彩を免れ得ざる根本原因」であるとして、
次のような「予言」を行っている。 
 
いま斯様な［無産階級を反帝国主義運動に向かわせる］準備も出来ず、斯様な注意をも採ら
ずして、万一にも、我国社会の秩序が混乱せんか、大衆は左翼理論の云ふが如き方向に進ま
ずして、逆に、フアシスト化するに至るであらう。蓋し、斯かる場合、大衆の解放は、単に
自国資本家に依る搾取を取戻すことに懸る所よりも、外国に依る搾取を取戻すことに懸る所
の分の方が、少くとも、目前より
、、
大であると云ふことになるからである。44 
                                                                                                                                                        
ており、「日本は何故に、斯うも貧乏なのか」という問いを立てて、その答えは「白人が世界の宝庫、即ち
有色人種の祖先以来の地を独占してゐることに在る」としている。高橋は以下のように訴えた。「先づ第一
に支那と提携して、現在支那が劣等国扱ひされてゐるのを、少くとも日本の手で日本同等に引上げてやら
ねばならぬ。そうして、堂々と、圧迫されてゐる世界の有色人種の解放を叫び、彼等に機会の均等を齎さ
ねばならぬ。恁うした戦陣に於てのみ日本は、現在の行詰つた状態から脱して、洋々たる前途の発展に掉
し得る。有色人種全体を兄弟とし、家族としてのみ、日本の運命は開かれる。彼等をイヂめて日本のみ独
り繁栄せんとするは、瀬頼朝の愚を繰返すのだ。」（「我が経済行詰の国際的打開策としての反帝国主義」『同
志』1921年 9月創刊号、『末期の日本資本主義経済と其の転換』所収） 
42「プチ・帝国主義」論争の詳細については長岡新吉「『プチ・帝国主義』論争について」『経済学研究』（北
海道大学）第 27巻第 1号，1977年および河西勝編『世界農業問題の構造化─日本資本主義論争Ⅱ（思想
の海へ［解放と変革］30）』社会評論社、1990年所収の河西勝「解説─日本資本主義論争とは何であった
か」を参照。 
43 アンドリュー・E・バーシェイ，山田鋭夫訳『近代日本の社会科学─丸山眞男と宇野弘蔵の射程』NTT
出版，2007年，39ページ。 
44『左翼運動の理論的崩壊─右翼運動の理論的根拠』91ページ。 
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この高橋の「予言」を野呂は「たわいもない忠言」として軽く見ており、「「社会秩序が混乱」
せる際に、「ファシスト化するに至るであろう」所のものは、「大衆」ではなくて、［高橋］氏ら
の如き愛国的排外社会主義者か、日和見主義者だけであろう」45と批判した。しかし、後に昭
和恐慌によって引き起こされた社会不安を背景として 1931 年 9 月には満洲事変が起こされ、
翌年には満洲国が建国される。労働運動は満洲事変を契機に急速に右傾化し、満洲事変を積極
的に肯定し「国家社会主義」「日本主義」に基くことを標榜する「右翼」の労働組合が労働運動
の主流を占めていき、1936 年には労働組合の「右翼」化がほぼ完成する46。「無産階級」は生
活の困難の中で、階級闘争よりも外国への進出に生活難の解決を求めたのだった。現在の視点
から見ると高橋の「予言」は的中したといえる。野呂よりも高橋のほうが、現実の社会運動に
おけるナショナリズムの重要性を正確に認識していた。 
 ただ、高橋自身がもともと「英米仏等の領土の「独占」を解放せしむる「解放戦」」を主張し
ており、さらに後に満洲事変を肯定したことを考えれば、この「予言」の的中はある意味では
自己成就の側面があった。当時の国際情勢及び国内情勢を考えると、民政党の幣原外交に代表
される国際協調主義が中国問題についても英米との協調を重んじるものであったのに対し、政
友会は中国における日本の特殊権益の擁護を主張していた。このような政治的対立軸の中では、
後に問題となる金解禁は金本位という国際通貨制度への復帰を目指す国際協調主義であり、金
本位制からの離脱は同時に国際協調主義からの離脱を示すものであった。金解禁─昭和恐慌─
満洲事変─金輸出再禁止─満洲国建国─国際連盟脱退という一連の歴史の流れは、政治的には
国際協調主義からの離脱を示すものであり、「白人」と対決することを訴え金本位制からの離脱
を説いた高橋の主張はまさにこうした歴史の流れと一致するものであった。 
 
2 日本経済の発達と「行詰」 
 高橋は野呂や猪俣との論争を通じて「日本資本主義の実体を如実に知る必要」を感じ、その
ために「明治維新以降のわが資本主義経済発達の経緯や、その真相を詳かにする必要のあるこ
とを、さらに強く痛感するに至った」47。ここでは高橋の初期の日本経済史研究を中心として、
当時の高橋が日本経済の発達と停滞とをどのように考えていたのかを見る。 
 高橋は日本のような後進国と欧米先進国との間では資本主義の歴史的発展の歩みは異なり、
それゆえ「専ら先進国に放ける歴史発展の事実を解剖して、その上に築かれた」「欧洲現在の社
会理論」を日本に直接適用することを批判する48。これは当時の日本における左翼社会主義者、
特に「プチ・帝国主義」論争を通じて実感した社会主義者の教条性への批判でもあった。 
 さて、高橋の日本経済史研究において一貫して見られるのは，生産力（資本蓄積）の重視、
ナショナリズムの積極的肯定、そして制度的枠組みの現状打破への強い要求である。特に高橋
                                                          
45 野呂栄太郎『初版 日本資本主義発達史（上）』岩波文庫，1983年，151ページ。 
46 西田美昭「戦前日本における労働運動・農民運動の性質」東京大学社会科学研究所編『現代日本社会４ 
歴史的前提』東京大学出版会，1991年所収。 
47『高橋経済理論形成の 60年』上巻 120ページ。 
48 高橋亀吉『増補改訂日本資本主義発達史』日本評論社，1929年，5ページ。 
摂南経済研究 第 1巻 第 1・2号 (2011) 
―   ― 106
の明治維新評価にこれらの特徴がよく現われている。 
 高橋は江戸時代末期において、消費が増加したにもかかわらず「階級制度維持の必然的結果
たる社会の固定化、新規法度等々」「各種の方法に由る苛斂誅求のための生産努力の消耗」「富
の蕩尽のための資本の漸減と、人的生産力の減退」などによって生産力が「停滞乃至退化」し、
これが経済危機を引き起こしたとする49。こうした経済危機に外国からの圧迫が加わり、「外国
の圧迫に成功的に対抗せんとする熱情に開眼せられた、下級武土乃至外藩等の被圧迫者の「現
状打破」の叫びと「愛国」の熱情」が徳川幕府の倒壊を引き起こす。高橋は「徳川幕府の倒壊
と云ふことなかりしとせば、封建制度の破壊、資本主義制度の建設に対し、明治政府のなした
るが如き果敢の措置は決して出来なかつたに違ひない」として、政治変革なくして大胆な制度
の変化は不可能であったことを主張している50。高橋は既に紹介したように、明治維新が「遊
食奢侈」階級であった武士階級を消滅させたように現代においては有産階級を根絶するべきで
あるとしており、明治維新は当時の日本が行うべき「革新」のモデルとなるべきものであった。 
 高橋によれば明治維新による経済変革は欧米の資本主義の移植模倣であったが、それは同時
に資本主義の成長であり、欧米資本主義の成長に比べ変態的であるとしても、日本は先進資本
主義国の刺激を受けた後進資本主義国として「正常」な発展を遂げてきた51。そして日本では
「外国」、具体的には欧米先進国に対抗し、「挨 及
（エジプト）
や土
（ト
耳
ル
古
コ）
の如く亡国になる」ことを防ごう
とする衝動から「大改革に伴ふ幾多の難問題が容易に解決せられ，然らざれば仲々困難なる異
説の統一が極めて簡便に行はれた」52。 
 さて、明治維新により資本主義化が開始された日本経済にとって最大の難問は資本蓄積の少
なさであった。「徳川末期十数年に亘る全国的疲弊、明治維新を中心とする内憂外患のための財
の破壊及浪費、維新以後の新社会建設のための巨費、等」さらに「幕末及維新前後に於ける経
済的激変、御用金の下命、等々のため、旧時の町人富豪の多くは少からぬ家勢の凋落に襲はれ
てゐた」ため、「明治初期乃至中期に至る我国資本の原始的蓄積の量は高が知れてゐた」53。こ
のような高橋の認識には前述のブハーリンの『過渡期経済論』における、社会主義革命による
生産力破壊を補うための「社会主義的原始蓄積」論の影響があると思われる。こうした乏しい
資本蓄積の量を集中するために「合本制度」つまり会社制度が発達すると共に、地租改正によ
って地主から資本が賄われる制度が確立する。しかも小作人と地主との関係は「経済的には依
然封建的であつて、少しも資本主義化に至らな」かった54ため、小作人の収入は低く抑えられ、
このことが賃金労働者の供給をも可能とした。 
 
維新の土地制度の改革は，之を資本主義経済の発達と云ふ視野から見ると、実に一石を以て
                                                          
49 同上、13－14ページ。 
50 同上、56－57ページ。 
51 同上、67ページ。 
52 同上、77ページ。 
53 同上、132ページ。 
54 同上、144－145ページ。 
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二鳥を、（しかも最大な二鳥を）撃つたものであつた。即ち、一方に於ては、之によつて、地
主をして、資本主義経済の発達に必要な欠くべからざる資本を賄う役目を努めしむると共に、
一方に於ては、地主をして小作人を往時のまゝに搾取せしめ、領主の苛斂誅求をそのままに
継続せしめて、以て、かつて、剣と刃とを以て隷属せしめた封建奴隷を、そのまゝの低度の
生活に馴らして、之を資本家の手に、賃金奴隷として引継がしめたのであつた。斯様にして、
我が国資本主義経済の初期の発達に必要欠くべからざる条件であつた、低廉なる賃金労働者
の供給も亦、維新の土地改革によつて確保せられたのである。55 
 
こうした高橋の分析は，後に山田盛太郎の『日本資本主義分析』で代表的に展開される、「半封
建的土地所有制が存在することで農業での高率地代が維持され、それによって軽工業への低賃
金労働者供給や軽工業資本・国家資本への資本供給が行われた」とする講座派の主張の先駆け
的なものである。まとめれば、高橋は明治維新に関しては資本主義革命であるが、それ以降の
日本経済は後進資本主義国として先進資本主義国とは異なる発展経路をたどっており、その源
泉となったものは依然封建的な農村から供給される資本と低賃金労働者であるとする、後の労
農派と講座派の中間的な分析を行っていた。 
 しかし、このように農村からの資本と安価な労働力の供給によって発達してきた日本経済は
早くも「行詰」つつある。欧米からの技術移転が一段落したことに加えて、日本の経済発展を
支えた低賃金という利点は「遊食階級」が奢侈を行うことによる物価高・資本家保護のための
輸入関税引き上げとそれらの賃金への転嫁により失われている56。さらに第一次大戦を契機に
中国では軽工業が発達し、日本の市場は奪われつつある。 
 高橋は、欧米では軽工業を中心とした「産業第一段」の発展が行き詰ると、「（イ）粗工業よ
り精工業への進出、（ロ）直接消費品の工業より生産用具工業への進展、（ハ）帝国主義的発展」
の三つの点からなる「第二の経済的発展段階」に進出することで繁栄を続けることができたと
する57。しかし「精工業」あるいは「生産用具工業」、今日の言葉で言えば機械工業・重化学工
業は高度な技術を必要とするため、「日本それ自身の競争力は、精工業に於ては、何と云つても
「駆け出し」の身で、単にその技能の点から云つても、先進国との競争は極めて困難である」58。
さらに「精工業」「生産用具工業」は多くの資源を必要とするが、既に世界の植民地の大半は欧
米先進国が所有しており、第一次大戦後は植民地の「現状維持」が国際的潮流となっている。
加えて日本は金融力も小さく、「プチ・帝国主義」論争で高橋が指摘したように資本輸出もほと
んど行われていない。これらの当時における日本経済の現状を踏まえ、高橋は「我が日本は、
英、米、独等の成功せる先進資本主義国の如く、その生産用具工業を中心として第二段の経済
的繁栄を所期することは、即ち、資本の輸出と重工業製品の輸出とを特色とする資本主義的発
                                                          
55 同上，161－162ページ。 
56 高橋亀吉『最近の日本経済史』平凡社，1930年，438ページ。 
57 同上、441ページ。 
58 同上、442ページ。 
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展を期待することは、此の際殆んど不可能だと云はねばならない」と悲観的見方を行っている59。 
 高橋はこうした日本経済の「行詰」を打破するため、「日本経済の全面的整理改造」が必要で
あると主張する。つまり（1）海外の模倣に頼らず「創造」的産業を発達させるため、「学校の
教育が詰込み主義であること、学者、研究家の多くが翻訳本位であること等」の創造を阻む制
度を改革すること、（2）資本家の営利心に頼らず、既存の資源を利用するための技術を「国民
自ら（例へば国営、公営）之を探求」すること、（3）生産費を高め競争力を低下させている資
本家向けの保護政策（保護関税や補助金、資本家救済に使われる資金供給など）を撤廃するこ
と、（4）利益の少ない（付加価値の少ない）農業の代わりに利益の多い（付加価値の多い）商
工業を発達させること、（5）利子や配当、地代、家賃、重役賞与などの名目で多くの収入を得
ている「遊食奢侈の寄生的階級」（富豪、株主、公社債保有者、銀行預金者、名目的重役、地主
や家主等の「投資」資本家）を整理して「産業に最も必要な直接生産従業者」を重視していく
こと、の５点を日本経済の「行詰」を打破するために必要な施策として挙げている60。そして
このような「日本経済の全面的整理改造」の主張が、金解禁論争における高橋の旧平価解禁反
対論にも強く影響している。 
 
Ⅲ 金解禁論争と「収入以上の消費」 
 
1 「行き詰まり」打開策としての金解禁 
 第一次大戦後の日本経済が様々な要因─特に工業の未発達─によって「行き詰まり」つつあ
るという認識は高橋のみならず当時の社会に共通したものであった。こうした日本経済の苦境
を打開するため、産業技術の高度化、品質の向上などの産業振興を図り、輸出を促進すること
によって不況を克服し社会問題を解決していくことは当時の国民的課題であり、それゆえ輸出
促進のため国際協調下で自由貿易体制を維持していくことを目指す「経済外交」が推進された61。
金本位制への復帰はこうした経済外交の一貫として目指されたものであり、1930 年 1 月に日
本は旧平価金解禁を実施することになる。この金解禁をどのように行なうかをめぐって金解禁
論争が引き起こされる事になるが、ただ旧平価解禁、新平価解禁のどちらの側も、日本経済の
現状分析および想定していた「行き詰まり」の打開方法に大きな違いがあったわけではない。 
 旧平価解禁を推進した首相の浜口雄幸は金解禁を訴える中で、第一次大戦後「産業は萎微沈
衰し、貿易は連年巨額の輸入超過を続け正貨は減少し、為替相場は低落し、加うるに大震災に
よりて未曾有の打撃を蒙り経済界の不況はいよいよ深刻に赴き、若し現状のままに推移するに
おいてはこれが回復は到底望むことが出来ないと思ふのであります」62と日本経済の苦境を取
                                                          
59 同上、447ページ。 
60 同上、520－532ページ。 
61 佐古丞「大正期経済外交の視点─国家像の再構築」関静雄編著『「大正」再考─希望と不安の時代』ミネ
ルヴァ書房、2007年所収。 
62 浜口雄幸「全国民に訴ふ」1929年、川田稔編『浜口雄幸集 論述・講演編』未来社、2000年所収、165
ページ。 
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り上げている。国民が第一次大戦中の「好景気時代に馴致せられましたる奢侈放縦の弊風を、
脱することが出来」ず、また「国家の財政も、また兎角放漫に流れまして、歳入の状況が悪く
なつたのに伴ふて歳出を切り盛りすることをいたさなかつた」ため、「政府も国民の多くも、共
に借金に苦んで漸くその日暮しの生活を営んでいる、と申すやうな状態でありまして、然かも
その借金は、年々歳々増えて参る一方であります」63と、国及び民間部門が収入以上に支出を
行っていること（国の放漫財政、民間部門の奢侈）を問題とする。「斯の如き放漫なる財政々策
は、その当然の結果としまして、公債の増発を惹起し、財政の基礎を薄弱ならしめ、民間の事
業資金を奪ひ、物価の騰貴を促し、国民の負担を増加せしめ、輸入超過の勢ひを助くる」64と
する浜口はこれを根拠に「かかるが故に、今日に於て思ひ切つたる財政の整理緊縮を行つて、
将来の禍ひの根を絶つことが最も必要であると思ひます」と緊縮政策を正当化すると共に、金
解禁のために国民に対して消費抑制を求めた。浜口は「消費を節約する結果は［中略］貯蓄の
増加となり」、「国民全体から申しますれば、貯蓄の増加は即ち資本の増加となるのであります。
資本の増加は即ち産業振興、国富の増進の源泉であります。産業が振興し、国富が増進して、
ここに所謂失業問題の解決の困難も、よほど解決されるのであります」65と、資本や国富の増
加という点からも消費抑制を正当化した。また蔵相として金解禁を推進した井上準之助も「国
民の精神的弛緩に基く浪費の悪習」が物価騰貴をもたらしており、生産費の低減を妨げ輸出促
進のための国際競争力を失わせ、国際収支の悪化を引き起こしていることを主張した66。 
 
2 高橋の「生産力主義」的金解禁批判 
 高橋は不良債権を抱えた企業が資本の濫費をもたらしているとして財界整理を行うことを金
解禁以前から主張してきたことから、金解禁は兌換制度の回復によって「如何に日本銀行を濫
用せんとしても、「正貨準備」と云ふ鉄鎖の制限があつて、その濫用が制度上できなくなる」た
め、「従来の如き、日本銀行の濫用に由る財界「救済政策」を、断然打切るべきことを、実践的
に声明するに外ならない」ものととらえていた67。したがって高橋は金解禁に伴う財界整理の
必要性を充分認めており、「その苦痛は云ふ迄もなく甚大だ。しかし、日本経済が従来の喰込的
破滅状態を脱するがためには、資本家は過去の彌縫策当然の応報としてこの苦痛を忍ばねばな
らない。この限り、金解禁後の日本経済の苦痛は更生への陣痛に外ならない」68と、旧平価金
解禁推進派と同様の認識を行っていた。金解禁が財界に及ぼす影響は「（1）借金政策に由る財
界の水膨れ的購買力の実力経済へまでの収縮。（2）変態的金利安の平態金利へまでの騰貴。（3）
旧平価解禁に基く為替騰貴─物価下落。」であるが、（1）および（2）については旧平価解禁で
                                                          
63 同「経済難局打開に就いて」1929年、『浜口雄幸集 論述・講演編』168ページ。 
64 同上、170ページ。 
65 同上、174ページ。 
66 杉山伸也「金解禁論争─井上準之助と世界経済」杉山伸也編『「帝国」の経済学』（岩波講座『「帝国」日
本の学知』第 2巻）岩波書店、2006年所収。 
67 高橋亀吉『経済国難来』千倉書房、1929年、序文 5－6ページ。 
68『最近の日本経済史』480ページ。 
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も新平価解禁でも財界への打撃になることは変わらず、ただ（3）の影響が旧平価解禁によっ
て加わるとしていた69。 
 さらに高橋は「我が経済今日の禍根が、その収入以上の消費をなす点に在る」という点では
浜口や井上の主張に賛成している。ただ高橋は「財政に於ける支出超過、個人個人に於ける収
入以上の支出が、我が為替今日の下落と不安定の根因であり、我が経済今日の衰弱と不景気の
禍根であると云ふ井上蔵相の見解は、全くの見当外れである」70と批判した。そして「我が国
が、永く、収入以上の消費を続け、ために、輸入超過の連続と為替の暴落とを招来し、遂に今
日の為替不安に象徴せられた経済的行詰りを見るに至つた原因」として、蛸配当や無駄な補助
金などによる「経済実力に伴はざる不当所得」71の他、大正 9年恐慌、関東大震災、昭和 2年
の金融恐慌による政府の金融的救済を挙げており、これらはすべて資本家に「欺瞞的乃至は架
空の収入」をあたえるものであったとする。旧平価解禁は結局のところこれらの「欺瞞的乃至
は架空の収入」を得ている資本家（金利生活者）のみを利し「直接生産に従事する階級」を圧
迫するものであると批判した。 
 
 金解禁に由つて、最大の利益を得るものは、何と云つても金持ち階級である。就中、銀行
乃至信託会社等に預金し、又は他に金銭を貸付けてゐる種類の資本家の利益が最も大であ
る。蓋し彼等は物価は下つても、その収入は少しも減らないどころか、後述の如く利子が高
くなることに由つて、却つて収入は増大して来るからである。 
 一体、その国が経済的に発展して行くためには、直接、生産に従事する階級の利益が第一
に擁護せられることを必要とする。然るに、金解禁の影響は、已術せるところに由つて容易
に看取せられ得る如く、「利子」で喰ふ階級──従つて直接生産に与らない階級──を著しく
利益して、直接生産に従事する階級を少からず圧迫することになる。これでは、その国の経
済は衰微せざるを得ないわけである。事実、金解禁に由る打撃の最大のものは之を国民経済
の立場から云へば、此の不合理極る富の再分配の影響である。我が産業は、此の結果、その
負債の重量を愈々加重せらることになるのである。而して、今日の産業制度に於ては、産業
の経営は常に尠からぬ資金の借入れに由つて行はれるのが常であるから、その打撃は少から
ぬ程度に達するのである。72 
 
こうした「「利子」で喰ふ階級」批判、「直接生産に従事する階級」擁護にはケインズの『貨幣
改革論』の影響もあると見られるが、もともと高橋が金解禁論争以前から「有産階級」「無産階
級」の区別を行い、有産階級の奢侈（資本の濫費）を批判し「無産者本位の社会に組み立てる」
ことを主張していたことが強く影響している。高橋にとって、旧平価金解禁は実際の生産に携
わらない有産階級のみに利益を与え、無産階級に大きな打撃を与えるが故に批判されなければ
                                                          
69『経済国難来』366ページ。 
70 同上、47ページ。 
71 同上、49ページ。 
72『資本主義頽廃の諸相』474－475ページ。 
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ならなかった。さらに高橋は、旧平価金解禁が物価を下落させ、加えて財政緊縮を行うことで
財界に「一大不景気」をもたらし、その結果「工場、労働者の多くの生産力を遊ばしめる」「従
来引合つた事業をも不引合にし、それだけ、已存生産設備の生産力を薄弱乃至滅失せしめる」
という生産力主義の側面からも浜口内閣の旧平価金解禁を批判した73。つまり、高橋の旧平価
金解禁論への批判は、それ以前から高橋が主張してきた内容─実際に生産に携わる「無産階級」
の重視、生産力を維持するための資本の浪費への批判─の延長線上にあるものであった。 
 それでは旧平価金解禁を緊縮政策で強行する代わりに「平価切下げ金解禁」（新平価解禁）と
共にどのような政策が必要なのだろうか。高橋は様々な政策を挙げておりやや散漫な印象を与
えるが、その例を挙げると、「我が国現在の失業者に、より多くの恒久的職業を与へる為には、
我が生産力を増大すこと」が必要であり、そのため鉄道建設や治水工事のほか、「我が人力及富
力の利用を著しく阻害してゐる諸要素」の除去として土地制度の改革による土地生産性の上昇、
電力の安価での提供などの産業政策を挙げる。さらに重役の背任行為や蛸配当の厳罰化・安易
な政府救済を行わないことによる資本家の努力の促進（それらによる資本の「喰潰し」阻止・
経営合理化）を挙げ、「以上の諸点にして改善せられんか、我が産業は、今日よりも遥かに低廉
なる生産費を以て、多くの外国産業と優に競争し得るであらう」と主張した74。さらに高橋は
「我国の資本家に直接間接に与へてゐる保護金を取り上げて、その莫大なる費用を以て、已に
発見された科学を実用化すために使用するだけでも、我国の生産力は驚くべき量に達するであ
らう」75として科学技術を社会または国家自らが実用化すること、「租税制度に於ては、不労所
得を没収し、財産収入には重課し、相続には極度の累進税を課し、そして勤労大衆に対する課
税負担を軽減する」76ことを「最も根本的な打開策」として挙げている。総じて言えば、高橋
は資本蓄積と生産力の増大、経営の合理化、それらによる国際競争力の強化、さらに所得分配
の改善（資本家収入の減少による一般大衆の負担の軽減）を主張していた。 
 結局のところ、日本経済における奢侈（資本の濫用）を問題視する点、資本蓄積の必要性や
経営の合理化、国際競争力の強化を重視する点、財界整理の必要性を認める点は新平価解禁を
主張した高橋も、旧平価解禁を推進した浜口・井上も同様であり、金解禁論争において問題と
なったのはその手段、あるいは金解禁によってもたらされる不況の程度の違いであった。 
 
3 恐慌からの脱出策とその後 
 周知のように、旧平価での金解禁は緊縮政策とアメリカ発の世界恐慌により昭和恐慌を引き
起こし、犬養毅内閣下で 1931年 12月には金輸出再禁止が行われる。高橋が恐慌からの脱出を
図るために金本位制からの離脱と「インフレーション」（生産以上に購買力が与えられる状態）
77を主張したことは有名である。ただ高橋が主張した「インフレーション」にも従来の主張が
                                                          
73『経済国難来』72ページ。 
74 同上、235－236ページ。 
75 同上、282ページ。 
76 同上、282ページ。 
77『時局とインフレーション』1ページ。 
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色濃く反映されている。高橋は生産過剰を克服し消費を増大させる方法として「適度の紙幣下
落を伴ふインフレーション政策を取ること」を主張しているが、これは「その所得の大部分を
蓄積に振向けて之を購買力として使用せざる金融資本の富を減じて、之れを購買力として使用
する方面に再分布し、以て、過剰蓄積を購買力化せしむ」ことを目的としていた78。 
 また高橋は、「消費力増大の根本策」として「余剰蓄積の極力生ぜざる様、一般民衆の生活程
度を向上さす目的を以て、生産の分配を更改すること」「資本家に代つて、国家自らが、営利主
義以上の立場から社会生産力の進歩発達に必要な事業を興すこと」79を挙げ、賃金給料を上昇
させたり農民所得を増大させることの他、「民衆生活程度の間接的向上に由る消費力の増大」
「政府施設の拡大と其の恒久化」を挙げている。というよりも、高橋は直接的な国民の所得増
加よりも後者二つを消費力拡大のために重視している。 
 「民衆生活程度の間接的向上に由る消費力の増大」（民衆の生活のための必需品価格低下）を
妨げる要因として高橋は資源や資本の独占化による生産費の増加、資本家保護政策、経済を発
展させるためにリスクを負う資本（株式）よりもリスクの少ない公社債や預金などが重要視さ
れていることを挙げて、「私有財産制度の改革」（利用権の所有権への優先など）、「会社制度の
改革」（蛸配当禁止、株主の利益配当の制限など）、「租税制度の改革」（勤労所得に対し不労所
得の課税の強化など）、「其他経済政策の改革」（物価、賃金の決定の社会的統制など）を挙げ
ている80。 
 また、「政府施設の拡大と其の恒久化」（国民が安価に利用できる公共施設を建設することに
よる国民の他の分野の消費の増大）は資本主義制度の下では営利的に引き合わないが「社会全
体の立場から、国民の福利増進、生産力の増大、社会の進歩発達等のために必要なる各種事業」
を「中央及地方の政府」によって行うべきであるとするものである。高橋は世界恐慌の原因を
「世界の経済状態そのものが根本的に変化せしため、営利的に新規事業を興す余地は、最早、
根本的に無くなれること」としており、「消費力増大のために政府事業を必要とする」という意
味は「政府が一時的応急対策として、資本家に代つて事業を起す、と云ふが如き臨時的性質の
ものとして必要なわけでは決してなく、恒久的制度として政府事業の永続を必要とするに至れ
ること」であるとした81。 
 つまり高橋が「消費力増大」を実現するためとして主張した政策はそれまで高橋が「日本経
済の行詰」を克服するために主張してきた内容とほぼ同じであった。「インフレーション」政策
は恐慌への対処療法であって根本治療は資本主義それ自身の変革であると考えていた82高橋は、
端的にいえば、昭和恐慌という危機を一つの好機として自分の従来の主張を実現しようとした
のである。 
 後に高橋は昭和恐慌で「財界整理」をしたことがその後の急速な日本経済の回復に繋がった
                                                          
78 同上、43ページ。 
79 高橋亀吉『景気転換期』千倉書房、1932年、118ページ 
80 同上、125－127ページ。 
81 同上，131－132ページ。 
82『時局とインフレーション』48ページ。 
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と指摘している。つまり昭和恐慌の時期に「内容芳しからざる弱体銀行、会社を淘汰して、或
は消滅せしめ、或は、有力なるものに之を合併せしめ」、「資本減少の犠牲に於て不良資産を切
捨て、或は無配当、乃至減配等の犠牲、並に未払込株の払込徴収、増資等に由つて資産内容の
改善と其の充実を期」すなど「株主に多大の犠牲を課すると共に、従業員の整理減員、並に給
料賃金、賞与手当等の一大減率」が実施された。さらに「経営の合理化、機械設備の改善、技
術の向上、販売及び原料購入機構の改善上に、事業首脳者は必死の努力を払つた。最近年に於
ける我が機械的、技術的、商業的一大進歩は多くは此の期間に完成せられたものである」83。
企業の蛸配当などの「資本の濫費」や低い生産性による日本経済の国際競争力の低さが日本経
済の「行詰」の原因であると考えていた高橋にとって、昭和恐慌は大きな犠牲を払いながらも
同時に経営合理化や技術革新を通じて日本経済の「行詰」を打破し経済に革新をもたらすもの
であった84。高橋はこうした日本経済の「飛躍」は、欧米に比べた場合の日本経済の劣位性ゆ
えに先んじて改革を行った結果であるとみなしていた。日本は経済力が弱いため恐慌の影響を
もろに受けて経済改革を早期に行うことを余儀なくされたのに対し、経済力の強い欧米は恐慌
に耐えられるものの改革への着手が遅れることになった。 
 
日本の方は怪我の功名で、一歩早く改革に着手した。［中略］日本は、先きを見透して改革に
手をつけたのではなく、否応なしにやらざるを得ない事情に押しつめられて、やつたのであ
ります。何が、幸いになるかわからないものである。それが偶然にも、日本経済に非常に有
利な方向への展開を齎らして呉れたわけであります。85 
 
金解禁論争で高橋が旧平価解禁に反対したこと、昭和恐慌に対しリフレーション政策を行うこ
とを主張したことはあまりにも有名である。しかし、同時に高橋のこうした主張が生産力を重
視し生産力を浪費する奢侈を批判するという高橋の従来の立場の延長線上にあること、そして
昭和恐慌を日本経済の「行詰」を打破し更なる発展をもたらすものとして評価していたことは
見逃してはならない点である。 
 
                                                          
83 高橋亀吉『日本工業発展論』千倉書房、1936年、47－48ページ。 
84 高橋は後年の研究において、金解禁論争においてどの立場が正しかったのかは一概には言えないという
立場を取っている。 
「当時の金解禁をめぐる議論はもっぱら旧平価解禁の是非論に終始していたのであり、そのかぎりでは、
両主張とも一長一短があり、そのいずれがよいかの判定はきわめて困難である。おそらく、解禁をしなけ
れば、わが国財界の癌はいよいよ肥大化していくであろうし、即時解禁に踏みきれば、現実が物語ってい
るように、不良企業は淘汰されようが財界は苦境に陥るのである。そこで折衷案ともいうべき、新平価解
禁論が評価されることになるが、しかし、そのいずれがわが国経済を最も犠牲少なく、最も迅速に、かつ
最も健全な基盤の上に再出発せしめたであろうかの問題については、各人各様の解答が出されるであろう。」
高橋亀吉・森垣淑『昭和金融恐慌史』講談社学術文庫、1993年、143ページ。 
85『日本工業発展論』54ページ。引用部分は高橋が 1934年 8月に大連の満鉄夏期大学で行った講演速
記。 
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おわりに 
 
 高橋亀吉については個々の論点（無産運動、「プチ・帝国主義」論争、金解禁論争など）につ
いて触れられることが多く、それらの論点が高橋の中でどのように関係していたのかはあまり
関心が持たれることはなかった。言い換えれば、高橋を取り上げる論者はその多様な主張や活
動の中から自分の関心分野に合った部分を取り出して論じてきた面がある。 
 しかし、高橋の多様な主張や活動を合わせて注意深く分析してみると、それらは「生産力を
拡大するための「資本の浪費の廃絶」」という根本的な「経済理論」の反映であることがわか
り、こうした根本的な「経済理論」が高橋の「軌跡を一貫して貫く彼の現実主義的な革新運動・
思 想
イデオロギー
」に影響していることが分かる。別の言い方で言えば、当時の日本が直面していた欧米
と比較した場合の経済的劣位性（資本蓄積の少なさ、技術水準の低さ）を克服するためにこそ
様々な経済論争が日本で行われたのであり、したがってそれらの経済論争で生産力主義の高橋
が活躍する余地が大きかったともいえる。 
 ただ、高橋が「プチ・帝国主義」論で抱いていた「白人」への対抗という民族主義的な発想
─そうした発想があるからこそ日本経済の発展が重視されるのであるが─と生産力主義は、昭
和恐慌後の日本における戦時体制の進展と容易に結びつくものとなった。高橋が昭和恐慌後か
ら終戦に至る中でどのような主張を行っていくことになるのかは別に論じたい86。 
 
                                                          
86 戦時期の高橋の活動については拙著『戦時下の経済学者』中央公論新社、2010年の終章である程度紹介
している。また松浦正孝『財界の政治経済史─井上準之助・郷誠之助・池田重彬の時代』東京大学出版会、
2002年、同『「大東亜戦争」はなぜ起きたのか─汎アジア主義の政治経済史』名古屋大学出版会、2010
年でも満洲事変後の高橋の行動や主張が注目されている。 
